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福 田 智 恵
①3期　②幹事長

③総務常任委員会【副委員長】
　議会運営委員会【副委員長】
　宇都宮市廃棄物減量等推進
　審議会

④宇都宮市下川俣町5−2
　TEL.	 661−7343
　FAX.	 661−7343

⑤a.komaba@mx10.ttcn.ne.jp

①3期　②政調会長
③総務常任委員会
　議会広報広聴委員会
　宇都宮市街地開発組合議会議員
　宇都宮市社会福祉審議会
④宇都宮市六道町12−38
　TEL.	 636−2582
　FAX.	 636−2559
⑤info@f-chie.jp
⑥http://www.f-chie.jp
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郷 間 康 久
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小平美智雄
①1期　
③文教消防水道常任委員会
　議会運営委員会
　宇都宮市中央卸市場運営協議会
　宇都宮市環境審議会

④宇都宮市高砂町25-15-203	
　TEL.	 653−5151	
　FAX.	 636−1017

⑤	info@hide-nakatsuka.com
⑥	http://hide-nakatsuka.com

①３期
③厚生常任委員会【委員長】
　宇都宮市総合計画審議会
　宇都宮市農業再生協議会
④宇都宮市平出町２５６０
　TEL.	 661-2485
　FAX.	 050-3488-0510
⑤gohma5555@gmail.com
⑥http://
　www.geocities.jp/gohma5555/

①2期　②会計

③建設常任委員会

　宇都宮市総合計画審議会

　宇都宮市交通安全審議会

④宇都宮市鶴田町405−38

　TEL.	 305−4269

　FAX.	 305−4269

⑤kodaira.m@nifty.com

市政に関するご意見、ご要望は私たちにお寄せ下さい!   

①8期　②会長

③環境経済常任委員会
　都市計画審議会

④宇都宮市下栗町718−3
　TEL.	 656−3841
　FAX.	 656−4106

⑤y-imai@gem.hi-ho.ne.jp

⑥http://
　www.hi-ho.ne.jp/y-imai/imai/Top.html

①8期　②副会長
③厚生常任委員会	
　栃木県後期高齢者医療広域
　連合議会議員
④宇都宮市江曽島町102−4	
　TEL.	 678−6025	
　FAX.	 678−6025
⑤	ysbshanghai@yahoo.co.jp
⑥	http://
　www.yamamoto-m.com
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平成30年度宇都宮市当初予算

一 般 会 計
一般会計は、新最終処分場及び新中間処理施設建設事業やLRT
整備事業、テクノポリスセンター地区への新設小学校建設事業な
どの投資的経費が増加するとともに、宇都宮市街地開発組合の
解散に伴う残余財産収入のLRT整備基金への積み立て等により、
前年度当初予算に対し、203億円、10.1%増で過去最大となる
2,218億円を計上。

優先・重点・主要事業予算 ※一部を抜粋
（☆…当会派が予算化を要望した事項）

【子育て・教育の未来都市】
●妊娠・出産の希望をかなえる支援:7億6千万円余
☆不妊治療費の助成額を拡充　☆妊産婦医療費の助成
☆妊婦健康診査の実施
●教育・保育施設等の供給体制の確保:17億1千万円余
☆認定こども園の整備や保育所の増改築等費用の助成
☆地域型保育事業の整備費用の助成
☆保育所等の受入児童数増員への助成　☆保育士等の確保・育成
●生活困窮世帯への支援の充実:11億6千万円余
☆小・中学生への就学援助費の支給
☆子どもの貧困に係る実態調査の実施
●少人数学級の推進:9百万円余
☆小学4年生まで35人学級を拡大
●英語教育の充実:1億7千万円余
☆小学校の英語授業時間数を本市独自に拡充するため、ALT（外国語
指導助手）を増員
●小中学校の整備:15億7千万円余
☆小中学校のトイレの洋式化

【健康・福祉の未来都市】
●健康ポイント事業の実施:3千万円余
・市民の健康づくり活動に対しポイントを付与
●健康診断の受診促進:12億6千万円余
・40歳以上の乳がん検診において超音波検査を導入
●地域包括ケアシステムの構築：１９億８千万円余
☆第1層協議体の運営及び第2層協議体の設置促進
☆生活支援コーディネーターの設置促進
☆認知症初期集中支援チームの設置
●障がい者の移動支援の充実:1億6千万円余
・通学通所支援及び移動介護型（グループ支援型）の実施
●障がい福祉施設及び介護福祉施設における安全対策の強化:7

百万円余
・事前通告なく施設を訪問し、助言・指導を行う巡回支援指導員を配置

【安全安心の未来都市】
●地域防災体制の充実:8千5百万円余
・田川・姿川洪水ハザードマップの改定・配布
●有害鳥獣被害対策の強化:2千9百万円余
・有害鳥獣被害対策業務実施部隊によるイノシシ捕獲数を拡大
・ハクビシン用わなの貸出を市内全域に拡大し捕獲等を支援
●まちづくり活動応援事業の構築:1千7百万円余
・まちづくり活動情報を発信するとともに、活動に参加した市民にポイ
ントを付与する仕組みの構築及び試行運用

【魅力創造・交流の未来都市】
☆●東京圏からの移住・定住、企業立地等の促進:1億円余
・「（仮称）みや暮らし体験事業」の実施
●スポーツを活用した地域活性化:7千8百万円余
☆小中学校や公園に「3×3バスケットボール」の環境整備
●大谷地域の観光振興:5千3百万円余
☆産業観光推進に向けた受入環境の整備
☆大谷の魅力を発信するためのポータルサイトの構築
●中心商店街の賑わいづくり:7千8百万円余
・オリオン市民広場に全面を覆う屋根の整備設計

【産業・環境の未来都市】
●企業立地・定着の促進:1億8千万円余
・本社機能移転に対する支援
・女性雇用の受け皿となるオフィス企業の立地に対する支援
●中小企業振興の推進:4百万円余
☆中小企業の経営力強化・生産性向上のためのICT導入経費への助成
☆後継者不足による廃業を防ぐため「事業承継セミナー」を開催
●競争力ある農業生産体制の構築
☆「ゆうだい21」など需要の高い米の生産拡大に向けた支援
●農産物の流通・販売戦略の強化:3千3百万円余
☆首都圏等への物流構築及び販路拡大
●低炭素化の促進:1億8千万円余
・LRT沿線における低炭素化の促進に向けた調査の実施

【交通の未来都市】
●JR宇都宮駅東口地区整備の推進:2千万円余
☆整備に向けた事業者の選定、交流広場基本設計等
●市街化調整区域における土地利用の適正化:1千1万円余
☆地域拠点における生活利便施設立地への助成
●LRT整備の推進:144億9千万円余
・東側優先整備区間の関連工事、用地取得など
☆市民理解の促進
●公共交通の充実・利用促進:3億3千万円余
☆バス路線再編に係る調査の実施
☆バス事業者の交通ICカードの導入支援
☆バスと地域内交通との乗り継ぎポイントにおける利用環境整備

特 別 会 計
介護保険特別会計は高齢化の進展に伴う保険給付費の増により15
億円余増の316億円余を計上したが、国民健康保険特別会計は、
制度改革に伴い財政運営の責任主体が県に移行する事により、
106億円余減の501億円余の計上となり、13の特別会計全体では、
前年度当初予算に対し、76億円余、6.6%減の1,093億円余を計上。

企 業 会 計
企業会計は、上下水道施設の耐震化や老朽化対策などの建設改
良費が増加したことから、水道事業、下水道事業及び中央卸売市
場事業の3つの企業会計全体では、前年度当初予算に対し、20
億円余、5.4%増の412億円余を計上。

平成３０年度の機構改革について
●JR宇都宮駅東口地区の新たな都市拠点の形成を着実に進める
ため、地域政策室の「駅東口整備室」を独立させ課相当の組
織へ。
●LRT全体の企画・検討を効果的に進めるため、「LRT整備室」
を再編し、「LRT企画課」及び「LRT整備課」を設置。
●平成34年度の国民体育大会の開催に向け、関係機関や団体と
の連携や調整を着実に進めるため、スポーツ振興課の「国体
準備室」を改組し、「国体推進課」を設置。

会計名 平成30年度当初予算 前年比
一般会計 2,218億円 10.1%

特別会計（13会計） 1,093億円余 ▲6.6%
企業会計（3会計） 412億円余 5.4%

合　　計 3,723億円余 4.1%

先進都市調査研究 平成30年 2月
5日（月）・6日（火）活動報告

大津市では「いじめの防止に関する行動計
画」を定め、いじめ対策推進室や大津の子
どもをいじめから守る委員会の設置、全小中
学校へいじめ対策担当教員を配置するなど、
市長部局、教育委員会、地域などが連携し
ながら、いじめ防止対策の取り組みを推進している。加えて、LINE
を利用したいじめ防止対策事業も開始している。市長部局の取組み
や連携方法など、大変参考になった。

足立区では平成27年度に「未来へつなぐあ
だちプロジェクト（足立区子どもの貧困対策
実施計画）」を策定し、本格的な取組みに着
手している。平成28年8月に足立区から委託
を受け、この事業を開始した認定NPO法人カ
タリバが運営する「アダチベース」を訪問し、学習支援や体験学習を
通じて、困難を抱える子どもたちが安心して過ごせる居場所づくりの
取り組みを伺った。国の交付金の活用や、子どもの生活実態調査から
居場所づくりまでの取組み、ＮＰＯとの連携など、大変参考になった。

一般会計予算案に対する討論要旨
今後のLRT関連事業に関する市の対応を確認していく

　市民連合では、平成25年度よりLRT事業に係る一部予算に対し、反
対の意思を示してきた。
　理由は、平成25年度当初コンパクトシティ構想と都市計画にギャップ
があり、人口密度の分散化が助長される状況の中で、LRT導入を決定
づけるべきではないとの判断からである。以来、一貫して、LRT整備に
より発生する附帯事業費の精査と明示を要求し、まちづくりとの一体化
策、市民意識の変革に向けた情報提供を求めてきた。
　この5年間で市は、都市圏交通実態や企業アンケ―トを実施し、「ネット
ワーク型コンパクトシティ形成ビジョン」、「交通未来都市うつのみや」、「宇
都宮市立地適正化計画」を策定しており、我が会派の指摘事項をクリア
し、かつ、要望を盛り込んだ計画が策定され、一定の評価をしている。
　現在、市は平成30年4月からの「宇都宮市第6次総合計画」を目前に、
今月20日には国土交通省からLRT軌道敷設の工事施行が認可され、大
きな局面を迎えている。LRT整備事業は、事業単体のみの話ではなく、ネッ
トワーク型コンパクトシティを形成する上での一つのツールである。更には、
国内初となる新設軌道の設置と土地利用の適正化に資する先駆的な事
業であり、市民の意識変革と理解には相応の期間を要する。
　去る3月7日、当会派では、今後は現実的な対応の検討が必要との考え
に達し、平成30年度に本格的な事業の着工が予定されるLRT関連事業
等に関し、市民や地域の抱える懸念に真摯に向き合うことを求め、市長に
要望書を提出した。この要望に対し、今後の市の対応を確認する必要が
あることから、現時点で予算案を容認することは時期尚早であるとの結論
に至り、平成30年度一般会計予算案の原案に反対するものである。

大津モデルのいじめ対策
平成30年２月５日
大津市

「未来へつなぐあだちプロジェクト」の取り組み
（地域子供の未来応援交付金事業）平成30年２月6日

足立区

1.市民理解を着実に推進したうえで事業に着手すること。
2.地権者に対する丁寧な対応を行うとともに、用地の取得や機能補償に対
する情報開示を速やかに行い住民理解のもと事業を進めること。
3.平石地区の停留所近隣地域に対しては地区計画を活かした地域振興策を
当該地域の意見を反映し早急にまとめること。
4.学校敷地が削減される平石中央小学校の機能
補償を確実に行うとともに地域要望を踏まえた可
能な限りの安全・環境対策を講じること。
5.地域コミュニティの分断を懸念する声もあることか
ら地域要望を踏まえた横断道路の設置を行うこと。

3月7日　市長にLRT関連事業等に関する要望書を提出


